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第３ 事故情報の公開について25 

 
１ 行政機関における情報の公開の流れ 

行政機関における情報の公開については、行政機関の保有する情報の公開

に関する法律（平成11年法律第42号）に基づく公開、任意の情報提供、ある

いは、統計データの作成のための公開といった仕組みがある。 

さらに、民間部門に表現の自由（報道の自由）を保障する、あるいは、政

府が企業に情報の開示や表示を義務付けるといったことも消費者の知る権利、

あるいは自由な情報流通を確保するための一つの施策ということになると考

えられる。 

行政機関の保有するデータのオープンデータ化を進めるべきだという取組

が政府全体で進んでおり、そこでは、効果的、効率的な行政を進める、ある

いは官の保有するデータを公開することによって、それを基にした新規ビジ

ネスが創出されるとともに、公開されたデータを基にして、市民が様々な形

で行政に参加する、協働するということが期待されている。 

 

（１）個人情報保護法制26の改正 

オープンデータ化そのものではないが、個人情報保護法制が改正され、

民間部門では匿名加工情報27、公的部門については非識別加工情報28制度が

導入され、保有する情報を加工して、ビッグデータとして利活用すること

を目指す取組が見られる。 

 

（２）官民データ活用推進基本法の成立 

行政機関の保有する情報を民間の保有する情報と一緒に使っていくとい

うことを掲げた官民データ活用推進基本法（平成28年法律第103号）が昨年

末成立した。 

同法では、第１条（目的）において、インターネット等を通じて流通す

る多様かつ大量の情報を適正かつ効果的に活用することにより、我が国が

直面する課題の解決に資する環境をより一層整備することが重要であるこ

とに鑑み、官民データ29活用の推進に関し基本理念を定めること等により官

                                                   
25 本項は、第 28回消費者安全専門調査会における東京大学大学院の宍戸常寿教授の発表を

参考にしている。 
26 ここでは、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）及び行政機関の保有

する個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 58号）をいう。 
27 個人情報の保護に関する法律第２条第９項 
28 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律第２条第８項 
29 官民データとは、「電磁的記録（略）に記録された情報（略）であって、国若しくは地
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民データ活用の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進し、もって国

民が安全で安心して暮らせる社会及び快適な生活環境の実現に寄与するこ

とを目的とするとしている。また、第３条（基本理念）では、データ活用

の際に個人及び法人の権利利益を保護しつつ情報の円滑な流通の確保を図

るとしており、データの公開あるいは利活用の推進と、個人及び法人の権

利利益の保護のバランスを図ることが規定されている。 

 
（３）事故情報の公開の取組 

行政機関の保有する情報のうち、事故情報は、第１の２で述べたとおり、

消費者安全法に基づき通知のあった消費者事故等の公表等の他、事故情報

データバンクを通じた公開などが行われている。 

 
２ 事故情報の公開の意義 

事故情報の公開は、公開された情報をもととした対策が取られること等に

よって、同種の事故の未然防止等に資することが期待され、広く情報が公開

されることが望ましいと考えられる。 

 

公開された事故情報を消費者団体や研究者等が分析して、それを公表する

といった形で活用されることにより、消費者保護に資することが期待される。

また、事故情報の公開が進むと、消費者、事業者も含めて、様々な関係者が

情報を提供するといったインセンティブが高まることが期待される。 

 

さらに、このような事故情報の公開は、消費者行政それ自体の透明性、あ

るいは消費者行政の対応が十分だったのかについて外部によるチェックの可

能性を高めるといった機能があるものと考えられる。 

 

事故情報を公開することにより、事故の当事者の企業は、リコールなどに

至る前の製品改良、あるいはサービスの改良を図ることができるというメリ

ットが考えられる。また、当事者でない企業にとっても、他社の同種の製品

が事故を起こしていることを把握することは、自社の同種製品の顧客に対す

る注意喚起などの取組につながることが期待される。さらに、オープンデー

タ化一般のメリットとして、公開された情報を分析して、消費者や事業者に

提供するといったビジネスの登場も考えられる。 

                                                   
方公共団体又は独立行政法人（略）若しくはその他の事業者により、その事務又は事業の

遂行に当たり、管理され、利用され、又は提供されるものをいう。」とされている（官民

データ活用推進基本法第２条第１項）。 
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３ 事故情報の公開における留意点 

 
（１）行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 

事故情報の公開に当たっては、特に事故情報に含まれる個人情報の取扱

いに留意することが重要と考えられる。 

この点、消費者庁を含む行政機関が保有している個人情報については、

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第58号。

以下「行個法」という。）が規律している。 

行個法は、行政機関において個人情報の利用が拡大していることに鑑み、

行政機関における個人情報の取扱いに関する基本的事項を定めることによ

り、行政の適正かつ円滑な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護するこ

とを目的としている30。 

具体的には、個人情報に該当するものについては、その利用、提供等に

一定の規律がかかるという基本的な枠組みとなっている。個人情報の定義

は、「生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年

月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の

情報と照合することができ、それにより特定の個人を識別することができ

ることとなるものを含む。）をいう」とされている31。すなわち、氏名、生

年月日、住所が含まれている情報は、それ自体個人情報として法的規律の

対象とされている。また、この氏名、生年月日、住所を含まない、あるい

はそれらを削除しても、他の情報と照合して特定の個人を識別できるもの

は、個人情報とされている。 

行政機関の保有する個人情報という類型に該当する個人情報については、

原則として、利用目的以外の利用・提供は禁止されるとされているが32、本

人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがないことを前提として、

本人の同意がある場合や、非常に公益性が高いという理由がある場合など

は、行政機関は個人情報を外部に提供することが可能とされている33。 

このように、行個法は、個人の保護と公益的な行政機関の活動との間の

バランスを多段階的に設定する法律になっている。 

 

（２）消費者に関する情報 

事故情報の公開については、上記（１）の行個法の枠組みを踏まえた上

                                                   
30 行個法第１条 
31 行個法第２条第２項 
32 行個法第８条第１項 
33 行個法第８条第２項 
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で、更に次の点が課題となると考えられる。 

 

ア 消費者のプライバシーの保護 

被害を受けた消費者のプライバシーの保護が必要である。特に医療機

関ネットワークから提供されたものについては、病歴等が含まれている

可能性があるなど、より一層の注意が必要であると考えられる。また、

特殊な事故の場合、氏名等を削除したとしても、報道等された場合、公

開された情報から個人を推知することができる場合もあり、注意が必要

である34。 

したがって、事故情報の公開に当たっては、まず、氏名等を削除し、

次に、その分析・利活用の有用性と個人特定のリスク等をそれぞれ類型

的に判断し、かつ、それぞれを類型的に衡量した上で、一定のものにつ

いては、本人の同意を取得した上で公開する。また、公開の利益が個人

情報ないしプライバシーの利益に優越する、優越しないということを、

情報の内容等から類型的に判断した上で、公開、非公開を類型的に決め

る。あるいは、更に加工を行って個人が特定されるリスクを低減させる

といった方法で公開する、または利用範囲を限定した形での公開をする

ということが考えられる。 

なお、個人情報特定のリスクの低減については、例えば、特定の個人

を識別することがそれ単体としてできる記述を削除する。あるいは、記

述を一般化する、丸めるといった方法も考えられる。 

また、社会通念上特異な、例えば症例数の少ない病歴等については、

トップコーディング35あるいはボトムコーディング36を行うということも

考えられる。 

 

イ 参照リスク 

事故情報が公開され、それを見た不特定多数者が、それと突合できる

ような情報を参照することにより、個人が特定されるおそれがある。そ

のため、事故情報の公開については、こうした参照リスクについても考

慮し、一定の加工を行った上で公開をすることが必要と考えられる。 

 

                                                   
34 他方、事故の日時、場所、利用方法などの詳細な項目が記載されていなければ、それを

公開したとしても事故情報としての分析・利活用に無意味な場合もある。 
35 一定の値を上限値としそれを上回る場合に上限値以上でまとめる措置。 
36 一定の値を下限値としそれを下回る場合に下限値以下でまとめる措置。 
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（３）事業者に関する情報 

事故情報の公開において、過去の情報が永続的に公開された場合、例え

ば、事業者が事故を受けて対策を講じたことにより、同種の事故の減少等

の状況変化があったにも関わらず、引き続き、当該事業者による事故が発

生しているかのような誤解を生じさせるおそれもある。反面、過去におけ

る事故情報は経緯の把握等についても重要とも考えられる。 

そのため、例えば、事業者から事故について対策を講じたとの情報提供

があった際には、情報の更新を行うとともに利用者へ注意喚起を行う、あ

るいは一定期間経過後、閲覧を制限するといった対応も考えられる。 

 

（４）ローデータの公開 

ローデータ（生の情報）を含む事故情報の公開に関しては、公開により

消費者行政の実効性が損なわれないよう配慮することが必要である。具体

的には、以下の点について配慮が必要と考えられる。 

 

ア ローデータの公開による消費者のプライバシーの問題、あるいは事業

者の営業秘密、風評被害の問題が生じることへの懸念から、情報提供を

ためらい、結果として情報が集まらなくなる可能性が考えられる。 

他方、例えば、事故の当事者となった消費者が、他の消費者が同じ事

故に遭わないため、積極的にローデータを提供することも考えられる。 

 

イ ローデータが公開されることへの懸念から、行政機関等からの消費者

庁への情報提供に支障が生じるという問題も考えられる。 

この点、引き続き、基本的に消費者庁に事故情報は集約するものの、

必ずしも消費者庁が全ての情報を一元的に集約するのではなく、情報は

複数の行政機関のデータベースなどに置きつつ、それらを連携させるこ

とにより、多様な関係者が事故情報を分析・利活用しやすくすれば、消

費者保護という目的は達成できるとも考えられる。 

 

ウ 公開されたローデータを様々な主体が分析して、消費者に情報提供す

ることにより、情報過多となり37、消費者庁からの情報が消費者に届かな

くなるということも考えられる。 

しかし、消費者庁以外の第三者が公開されたローデータを分析・利活

                                                   
37 ローデータが公開されることにより、これまで以上に研究者等が事故情報の分析を行う

可能性が高まり、それらのものからの情報発信が増えることが想定される。 
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用できるというメリットはあり、公開方法を工夫することにより38、これ

らの懸念は回避することができると思われる。 

 
（５）情報の収集・集約段階 

情報が公開されることを見据えた、入力項目、入力方法を含めたデータ

の収集・集約の在り方（オープンデータ・バイデザイン）について検討す

ることが望ましい。具体的には、事故情報データバンクに情報を登録する

際には、事故情報として公開することが適さないと考えられる情報を区

分・整理するとともに、重要な項目についてはしっかり書き込まれるよう

にすることが重要である。また、後で情報を公開する、しないの判断を行

うときに、それが簡単にできるようにするといったことにも留意すること

が望ましい。 

また、質の高い、正確性の高い情報が集まるように工夫することは、今

後、一層の事故情報の公開を考える上で必要と思われる。例えば、公開に

先立って、事故の原因とされるような製品を供給した企業に、一定の反論

の機会を保障するということが考えられる。また、企業、研究者、消費者

からの任意の情報提供を推進するという観点から、企業等の貢献度に応じ

て、事故情報データバンクを閲覧できる範囲、項目を拡大するといった工

夫も考えられる。 

 
（６）事故情報の利用に関するルール 

事故情報の公開について、情報を完全に公開するだけではなく、あらか

じめ利用に際しての要件を定める、あるいは個別事例ごとの判断により、

一定の範囲の人に一定の目的で事故情報を見せるといった方法も考えられ

る。 

 
（７）事故情報の公開による責任等 

公開による責任について、事故情報を公開して、消費者本人等にプライ

バシー侵害が生じたり、あるいは事業者の利益の侵害等があった場合、国

が責任を問われるのか問題となる。 

この点について、一般的に公開の目的、方法、結果などの観点から、国

の責任の有無が判断されると考えられるが、あわせて、何のために事故情

報を公開するのか、そして、それによってどのような公益が実現されるの

かといった観点からの議論も必要と思われる。 

                                                   
38 例えば、研究者等一定の範囲のものに限り、守秘義務等を課した上でローデータを提供

することなどが考えられる。 
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これを踏まえると、消費者庁の事故情報の公開に関して、公開される情

報の質等39も踏まえて、消費者庁と利用者の間での責任分界点を明確にする

必要があると考えられる。 

また、（３）のとおり、企業の対応等により、状況が改善されたにもかか

わらず、事故情報が残っていて、それが利用されることが企業の側にとっ

て不利益であるという場合には、その企業の対応等の情報を受け付け、事

故情報を更新することが望ましいと考えられる。 

 

４ 小括 

事故情報の公開は、公開された情報の分析等により事故の再発防止等が期

待されるものであり、より一層の公開が望ましいと考えられる。その一方、

本項で述べたように情報の公開に当たっては、消費者のプライバシーの保護

等、留意すべき点もある。 

そのため、全ての事故情報を全ての人に公開するのではなく、例えば、研

究機関等が事故原因の分析、再発防止のための研究のために事故情報の公開

を求めた場合等、適切と思われる目的をもって開示を求めた場合に、秘密保

持の契約等を行った上で公開するといった方法も考えられる。 

  

                                                   
39 事故情報データバンクには、事実関係や因果関係が確認されていない情報も含まれてい

ることに留意することが必要である。 
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第４ 海外における事故に関する情報の活用等40 

海外における事故に関する情報の活用等に関する主な取組は、以下のとお

りである。 

 

１ 米国 

米国では、消費者製品安全委員会（Consumer Products Safety Commission。

以下「CPSC」という。）が全国の病院の中から約100施設を抽出し、これらの

病院が取り扱ったあらゆる傷害に関する情報を収集し、これを全米傷害電子

調査システム（National Electronic Injury Surveillance System。以下

「NEISS」という。）において公開している。 

 

（１）NEISS 

ア 情報の収集 

CPSCでは、NEISSに登録する傷害に関する情報の収集先として、全国で

病床を６床以上有し、24時間救急治療サービスを行っている病院の中か

ら約100施設を抽出している。病院の抽出は、NEISSに登録されている情

報を用いて全国ベースでの総発生件数の推計が可能となるよう、層化抽

出法により行われている。 

抽出された病院では、傷害事故を把握すると直ちに、NEISSに規定の情

報を入力することになっている。実際の入力作業は、CPSCから訓練を受

けた病院スタッフが、病院に設置された専用の端末から行っている。 

NEISSのデータ項目は図表４－１のとおりである。自由記述文以外の全

ての入力項目はコード化（＝選択肢が用意されている）されており、入

力された内容の意味するところが入力する者によって差違が生じないよ

う工夫されている。 

 

【図表４－１】NEISSのデータ項目 

番号 入 力 項 目 備 考 

① 治療した日付（Treatment Data）  
② ケース番号（Case Number）  
③ 患者の年齢（Age）  
④ 性別（Sex）  

⑤ 傷害内容（Injury Diagnosis） 
国際疾病分類（ICD）による分
類を使用 

⑥ 傷害部位（Body Part Injured）  
⑦ 関与した製品１（Product Involved １） 直接的な原因となった起因物 
⑧ 関与した製品２（Product Involved ２） 関連物 

                                                   
40 本項は、第 30 回消費者安全専門調査会における長岡技術科学大学の三上喜貴 副学長及

び張坤 特任講師の発表を参考にしている。 
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番号 入 力 項 目 備 考 
⑨ 場所（Locale）  
⑩ 傷害時点での行動（Type work-related）  

⑪ 
消防関与の有無 
（Fire Dept. Involvement） 

 

⑫ 傷害時の意図（Intent）  
⑬ 人種と民族（Race, Ethnicity） 非公開情報 
⑭ 自由記述文（Narrative）  

（注）本表は、第30回消費者委員会消費者安全専門調査会資料に基づき、消費者委員会事務局が

作成した。 

 

NEISSには、このような情報が、年間で約40万件登録されている。 

なお、CPSCは、病院に対して入力件数に応じた一定の対価を支払って

いる。 

 

イ 行政機関における情報の活用 

CPSCでは、NEISSに登録された個別の傷害事故について、必要に応じて、

詳細な聞き取り調査を実施し、登録された情報の信頼性を高めている。 

NEISSに登録されている情報は、CPSCが消費者安全に係る政策決定をす

る際に用いられているだけでなく、様々な政府関係機関でも広く活用さ

れている。例えば、NEISSに登録されている情報を用いて、国立労働安全

衛生研究所（National Institute for Occupational Health and Safety）

が労働災害関係の傷害発生状況の分析を行っていたり、食品医薬品局

（Food and Drug Administration）が薬物による傷害発生状況の分析を行

っている。 

 

ウ 情報の公開と民間における情報の活用 

CPSCでは、様々な分野の専門家が、NEISSに登録されている情報を自由

に分析し、その結果が事故に関する様々な対策に役立てられることを想

定し、NEISSを設計している。このため、NEISSに登録されている情報は、

インターネットを介して誰でも閲覧することが可能となっている。 

NEISSの情報を利用した研究・分析は、年間で200～300件が行われてお

り、「Medication Overdoses Leading to Emergency Department Visits 

Among Children」（American Journal of Preventive Medicine （2009年））

や「Gender differences for non-fatal unintentional fall related 

injuries among older adults」（Injury Prevention (2005年)）などの論

文が公表されている（図表４－２）。 
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【図表４－２】NEISSを利用した研究論文（概要）の例 

〔表題〕 

Gender differences for non-fatal unintentional fall related injuries 

among older adults 

 

〔論文執筆者〕 

J.Stevens and E.Sogolow  

 

〔掲載誌及び掲載年月〕 

Injury Prevention (2005年４月) 

 

〔研究目的〕 

年間164万人の患者数と推計される「高齢者の転倒事故」について、その実態を

数値に基づいて明確にすることを目指す。 

 

〔研究方法〕 

救急診療を受診した米国在住の65歳以上を対象に、「致命傷に至らなかった転倒

事故」について、患者の性別と年代ごとにその内容を分析した。 

具体的には、2001年の１月から12月までにNIESSに登録されたデータのうち、研

究の対象と合致する22,560件の転倒事故を対象として、負傷状況、疾患部位、治

療状況の項目について集計した。 

 

〔研究成果〕 

患者の性別については、女性の方が圧倒的に多く、約116万人（70.5％）との推

計に至った。 

負傷状況は、骨折、打撲傷、擦過傷、裂傷の合計で、全体の４分の３となるこ

とが分かった。また、女性の患者が多い中で、特に骨折については男性の2.2倍と

いう結果になった。さらに、入院率についても女性の方が極めて高く、男性の1.8

倍となった。 

 

この研究は、高齢者の転倒事故を定量的に解析した、米国で最初のものである

が、今後の転倒防止策に活用されることを希望する。 

（注）本表は、消費者委員会事務局が作成した。 

 

（２）その他のシステム 

NEISSには、死亡者に関する情報は登録されておらず、また、実際には事

故とはならなかったが、もう少しで事故となるような事案（いわゆるヒヤ

リ・ハット）に関する情報も登録されていない。 

しかし、これらの情報も事故の未然防止を図る上で、有用な情報である

ことから、CPSCでは、NEISS以外にこれらの情報を管理するデータベースを

保有している（図表４－３）。 
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【図表４－３】CPSCが管理するデータベースの概要（NEISS以外） 

名  称 概  要 件数（年間） 

死亡診断書 
（Death Certificates） 

疾病予防管理センターが集中管理し
ている米国内で作成された全ての死亡
診断書のデータの中から、製品起因に
より死亡した者に関わると思われるデ
ータを購入 

5,000～ 8,000
件程度 

現場詳細調査 
（In-Depth Investigations） 

NEISSに入力された事故のうち、国民
に対して注意喚起（警告）等を行う必
要性があると判断した案件について、
当該事故の関係者から事故の詳細を聴
取 

8,000件程度 

ヒヤリ・ハット情報 
（Injury and Potential Injury 
Incident Data） 

実際には事故とはならなかったが、
もう少しで事故となるような事案（い
わゆるヒヤリ・ハット）に関する情報
を医療関係者やメディア等から収集 

３万件程度 

消費者苦情データベース CPSCに対して消費者から寄せられた
製品の安全性に関する苦情について、
一定の手続を経た後、必要に応じてウ
ェブで公開 

― 

（注）本表は、第30回消費者委員会消費者安全専門調査会資料に基づき、消費者委員会事務局が作

成した。 

 

２ 欧州連合 

欧州連合（以下「EU」という。）では、政策執行機関である欧州委員会保

健・消費者保護総局の保健情報グループにおいて、加盟国が各国内の医療機

関から収集した、製品起因である傷害に関する情報を集約し、傷害データベ

ース（Injury Database。以下「IDB」という。）として一括管理している。 

 

（１）情報の収集 

IDBに集約される傷害データは、年間で約30万件に上る。 

収集される情報の項目は、傷害の部位や症状、患者の入院の有無等で、

全てコード化されている。また、データ入力者による自由記述もある。 

なお、入力に用いられる言語は英語で、各入力項目は、傷害外因に対す

る国際分類（International Classification of External Causes of 

Injury）41に基づいて整理されている。 

 

（２）欧州委員会による情報の分析と公表 

欧州委員会では、IDBのデータを基にリスク分析を行い、その結果を年次

報告書として取りまとめ、インターネット上で公開している。 

                                                   
41 WHO（世界保健機構）が作成した傷害の外因に関する国際分類。 

http://www.who.int/classifications/icd/adaptations/iceci/en/ 

http://www.who.int/classifications/icd/adaptations/iceci/en/
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（３）情報の公開と民間における活用 

IDBには、誰もがインターネットを介してアクセスし、検索・閲覧するこ

とが可能となっている（ただし、自由記述部分は非公開。）。 

また、IDBのデータは、EU加盟各国において、各国内の製品に係る安全基

準の策定などの政策決定の材料として活用される他、製造メーカーなどが

安全に係るガイドラインを策定する際などに活用されている。 

 

３ 小括 

（１）日本と欧米の比較 

我が国の事故情報データバンクに登録される事故情報は、国の行政機関、

地方公共団体等が把握した情報であるが、NEISS及びIDBは病院から直接、

事故情報を入手している。 

我が国にも、病院から情報収集する仕組みである医療機関ネットワーク

（第１ １（４）参照）があるが、同ネットワークには、任意の協力に基

づき30医療機関が参画している。また、同ネットワークにより収集された

情報は一般に公開されていない。 

また、全国ベースでの事故発生総数の推計を可能とするため、欧米では

報告病院の選定に当たって統計的標本抽出が行われていることにも留意す

べきである。 

 

（２）入力事項のコード化の必要性 

事故情報データバンクはNEISSやIDBに比べると、自由記述文の分量が多

く、個別の事故の状況が比較的詳細に記述されていることが大きな特徴で

あり、このことは、事故の再発防止のための分析等に資するものと思われ

る。 

しかし、自由記述文を記入する際の用語の使い方等に関する統一的なル

ールがないため、記述内容にバラツキがあり、自由記述文について統計的

な分析を行うことは困難42な面がある。 

自由記述文を効率的に分析するためには、諸外国におけるデータベース

等との互換性なども視野に入れつつ、用語のコード化43を図るとともに、入

力担当者に対する訓練を実施することが有益である。 

                                                   
42 一方、NEISS のデータを利用した分析調査の件数は増加しており、その一因として、入

力情報がコード化されているため、統計的な分析が容易であることが指摘されている。 
43 例えば、コード化への取組として、長岡技術科学大学安全安心社会研究センターと産業

技術総合研究所人工知能研究センターが作成した「傷害情報記述枠組みコーディングマニ

ュアル（第三次稿）2017」（傷害情報・リスク情報を記述するデータ構造と国際標準をベ

ースとした記述語彙コード集）がある。 
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（３）海外との事故に関する情報の共有 

事故の発生原因や傾向を分析するに当たっては、自国内で発生した事故

だけでなく、海外で発生した同種・類似の事故についても情報を入手し、

併せて分析することは有益である。 

また、共通の言語による事故に関するデータベースを整備することで、

外国との共同研究等が行いやすくなることも考えられる。 

このため、海外と事故に関する情報共有が容易に図れるよう、将来的に

は、事故情報データバンクについても、英語等の多言語による情報発信を

検討することが望ましいと考えられる。 
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第５ 事故情報の更なる活用に向けた提言 

 

事故情報は、様々な機関において、収集、分析されているが、消費者庁が、

消費者の立場に立って、一元的に収集し、分析、注意喚起等を行うことは、

大きな意義がある。 

 

事故情報データバンクは、平成22年４月から、消費者庁と国民生活センタ

ーが連携し、様々な関係機関の参画のもと、運営されており、冒頭の「はじ

めに」でも述べているとおり、平成29年３月末現在、約20万件の事故情報が

登録されている。 

 

20万件の事故情報を人の目で１つ１つ詳細に見ていくことは困難と考えら

れるが、事故の未然防止等につなげていくため、一層の事故情報の活用を図

ることは重要なテーマである。 

このため、本専門調査会は、テキストマイニング、人工知能（AI）などの

新たなデータ分析技術の活用の可能性に着目した。具体的には、事故情報に

おける分析対象の絞り込み、事故のパターンの発見、重要トピックの抽出等

を試みた。 

 

また、分析の一つの形態として、事故情報を統計的処理の対象と捉え、活

用することの可能性についても着目した。 

さらに、やや、俯瞰的な視点で、事故情報データバンクとそれに関わるお

よそ全ての主体（消費者、事業者、行政機関等）をシステムと捉え、システ

ム全体における情報の流れについて検討した。 

 

加えて、事故情報データの可視化、事故情報の分析におけるSNS上の事故情

報の活用の可能性、事故情報を公開する際の留意点及び海外における事故に

関する情報の活用等の状況等についても、検討を行った。 

 

本専門調査会は、こうした視点に立ち、検討を行い、提言するものである。 

 

提言の内容の実現に当たっては、事故情報データバンクに関与する様々な

関係者、例えば、消費者、事業者、行政機関等の多くの主体が連携して、取

組を推進していくことが重要である。 
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１ 事故情報データの品質の向上 

事故情報データバンクの入力項目数は多数にのぼる。 

また、参画機関ごとに、登録事故情報の入力項目が個々に決められており、

事故情報として表示される際に差異がみられる。 

今後も、事故情報データバンクが消費者事故の未然防止等に活用され、有

用なものであるよう、以下の点について提言する。 

なお、それぞれについて検討する際には、常に、事故情報データバンクの

整備目的や利用者のニーズに沿ったものであるかを念頭におくことが不可欠

である。 

 

（１）入力方法の整理 

ア 入力項目の検討 

事故情報データバンクは、運用開始時に「統一入力フォーマット」と

して必須入力項目を決定する際、各機関で持っているデータベースの項

目に基づいて事故情報を入力することを基本としているため、参画機関

ごとに入力項目に差異が生じていることや入力項目であっても情報が得

られないことにより、登録されない項目が数多く存在している。そのた

め、事故情報データバンクの目的、利用者のニーズ等を踏まえ、入力を

推奨する項目を明確化することが望ましい。 

 

イ データ分析技術を利用した入力項目の補完 

上記のとおり、各参画機関の入力項目に差異等があるという実情を踏

まえ、当面、本報告書第２で示したような新たなデータ分析技術を用い

て、自由記述文を分析することにより、データを補完する仕組みを検討

することも考えられる。 

 

ウ 入力項目の定義の明確化 

参画機関ごとに入力項目の定義を定めていることから、事故情報デー

タバンク全体として見た場合、分類の揺らぎが見られると考えられる。

このため、より効果的な事故情報データバンクの利用に資するよう、入

力項目の定義や分類方法を明確化し、例えば、ガイドライン等を示すこ

とが望ましい。 

さらに、将来の課題として、自由記述文の用語のコード化を検討する

ことが望ましい。 
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エ 入力項目の精査 

事故対策の検討や未然防止等に資するよう入力項目を適宜検証し、必

要に応じて、見直し、更新することが望ましい。 

また、事故内容については、「その他」が４割を超えている。こうした

項目については、利用者のニーズを踏まえ、細分化を検討することが望

ましい。 

 

（２）データ入力者のスキルの向上と入力フォーマットの技術的支援 

データの品質向上のためには、データ入力者のスキルの向上も必要であ

り、必要に応じ研修を行うことも重要である。 

同時に、入力フォーマットに関する技術的な支援（プルダウン方式とす

る、入力を必須とする項目については入力しないと作業が完了しない等）

も重要と考えられる。 

 

（３）把握が困難と考えられる事故情報の収集 

家庭における子どもの事故や、被介護者の事故は、保護者あるいは介護

者が、自らの不注意とのみとらえること等により、どこにも連絡しない場

合があると考えられる。また、製品の誤使用と思われる事故についても、

同様のことが想定される。これらの事故に関する情報も、事故の再発防止

等には重要であり、こうした把握が困難と考えられる情報についても、消

費者教育や消費者の体験と参加を促進する仕組み等を通じて、消費者が積

極的に情報を出しやすい環境を作ることで、より一層収集できることが望

ましい。 

 

（４）事故情報データバンク参画機関の連携・情報交換 

入力参画機関において、データ品質向上の目的やその重要性を共有し、

具体的な方策の検討に当たっては、連携・情報交換を行うことが望ましい。 

さらに、将来の課題として、事故情報を収集・分析している国内外の機

関との連携についても検討することが望ましいと考えられる。 

 

２ 新たなデータ分析の活用 

事故情報データバンクに登録されている情報の分析において、これまでは、

人工知能技術等の新たなデータ分析技術が必ずしも十分に活用されていない

面があると考えられる。 

このため、データ分析技術の活用の可能性について検討し、それを踏まえ、

以下のとおり述べる。 



89 

（１）新たなデータ分析技術の活用 

事故情報データバンクには、平成29年３月末現在、約20万件の事故情報

が登録されており、自由記述を含むこれらの情報を限られた人員において

網羅的に分析することは困難な場合もあると思われる。 

このため、本報告書第２で示したように、言語解析技術等のデータ分析

技術を用い、事故の傾向の把握や、分析対象とすべき事故の絞り込み等に

活用することは、より深い分析を支援するための方策として有用と考えら

れる。 

なお、事故情報データバンクの参画機関は、参画機関ごとに情報の分析

に取り組んでいると考えられるが、事故情報データバンクに集約された情

報を全体的に分析することの有用性を共有し、その有用性を高めることを

目的に、参画機関が連携してデータ分析技術の活用について検討すること

も重要である。 

あわせて、データ分析技術には、分析の限界があることも踏まえるべき

である。例えば、一定程度に絞り込んだ後は、人手により丁寧に見ていく

ことも必要と考えられる。また、実際の分析に当たっては、分析の専門家

だけでなく、事故について知見を有する者が行うことが重要である。 

 

（２）SNS上の事故情報の分析 

SNSには、事故情報データバンクには入力されない事故情報が、動画や写

真付きでリアルタイムで投稿されている場合がある。また、本報告書参考

資料１「暮らしの事故に関するアンケート結果」（以下「アンケート結果」

という。）によると、10代、20代は、「事故に遭った場合」、「あるいは事故

に遭いそうになった場合」にSNSに情報をアップすると回答するものが一定

数存在している。そのため、SNS上の事故情報について分析の対象とするこ

とも一定程度有効であると考えられる。 

なお、SNS上の事故情報の分析に当たっては、本報告書第２ ２で述べた

留意点を考慮することが重要である。 

 

（３）消費者安全専門調査会における分析結果の検討 

本報告書第２ １を参考に、そこでの分析結果を踏まえ、さらに調査分

析を行うことが望ましい。調査分析の内容としては、例えば、これまでの

注意喚起の有無、関連製品の調査・対策の有無、今後の事故の広がりの可

能性の検討等が考えられる。 
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３ 事故情報を伝達する新たな仕組みの構築 

 

（１）新しい事故情報の公表 

ア 事故を分かりやすく表現する方策 

本報告書第２ １を参考に、消費者にとって事故を分かりやすく表現

し、消費者自身での危険回避を促進し、事故の再発防止効果を高めるた

め、事故の特性に注目した公表を行うことが望ましい。例えば、ライタ

ーによる火傷の一因は、ライターの残り火によるものという特性がある

が、残り火はライターの他、花火、たき火等でも生じる可能性がある。

そのため、残り火の危険性に着目した公表などが考えられる。 

 

イ 消費者に届きやすい方策 

（ア）情報提供の媒体 

アンケート結果によると、事故に関する情報を入手する手段として、

「テレビのニュース」を挙げたものが性別・年代を問わず圧倒的に多

い。そのため、事故情報の公表を行う際は、こうした媒体に取り上げ

られるよう、引き続き考慮することが望ましい。 

また、10代、20代に限ると、情報の入手手段として「消費者庁

Twitter」の割合も高く、これらの世代向けには、TwitterなどのSNSを

活用した公表に取り組むことも有用と考えられる。 

 

（イ）情報提供の内容 

提供する情報の内容は、商品名や事故の詳細な内容等と併せて、事

故の予防策・対応策も含めるなど、消費者にとってより有用なものと

なるよう配慮することが望ましい。また、事故情報と結び付けて、事

故後に行った行政機関等の注意喚起や事業者がとった対策の内容につ

いても情報提供することが望ましい。 

なお、文字による情報提供だけでなく、動画を活用することも、消

費者にとって分かりやすく有用であると考えられる。 

さらに、海外と事故に関する情報共有が容易に図れるよう、将来的

には、事故情報データバンクの英語等による情報提供についても検討

することが望ましい。 

 

（ウ）情報提供のルート 

世代によって主な生活の場や、遭遇しやすい事故が異なる。そのた

め、例えば、子どもについては学校等、高齢者については高齢者の立



91 

ち寄る場など、情報チャネルを工夫して情報発信をすることが望まし

い。 

 

（エ）継続的な情報提供 

事故の中には、特定の時期（季節等）などに繰り返し発生している

ものも見られる。そのため、こうした事故については、事故の未然防

止等のため継続的に情報提供を行うことが望ましい。 

 

（２）体験と参加を促進する仕組み 

本報告書第２ １を参考に、情報による事故伝達だけでなく、消費者が

事故を疑似的に体験することで消費者自ら事故の危険を考え、回避するこ

とを促す仕組み（消費者事故の体験型テーマパーク等）や、家庭、学校で

の事故情報などを自ら発信するなど消費者が積極的に事故情報に関わる仕

組み（くらしの安全掲示板と安全情報マイスター等）を構築することの可

能性を検討することが望ましい。 

 

４ 事故に対して講じた施策の効果の評価 

事故に対して施策を講じた場合、例えば、施策を講じた前後における事故

の件数の推移等を継続的に把握するなど、その効果を検証し、必要に応じ施

策の見直しを行うことが望ましい。 

 

５ 事故情報の公開の促進 

事故情報については、社会で広く共有するものとの認識に立ち、本報告書

第３ ３の留意点を十分に踏まえ、可能な範囲で公開を促進する方向で検討

を行うことが望ましい。こうした公開により、消費者から収集された事故情

報が、消費者にフィードバックされることにもなる。 

公開の方策として、直ちに全ての情報を全ての人に公開するのではなく、

まずは、事故原因の究明等を行っている研究機関や、製品の安全性の向上等

に取り組んでいる事業者等に対して、研究目的等に応じて公開する内容を限

定して公開する。あわせて、公開範囲の拡大について検討する等、段階的に

公開を行うことも考えられる。 

その中で、現在、医療機関ネットワークの情報は一般には公開されていな

いが、より有効に活用することが可能となるよう、個人情報の取扱い等に十

分留意した上で、研究目的等に応じて情報を提供する可能性について検討す

ることが望ましい。 
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